
改正中心市街地活性化法の概要

【目 的】少子高齢化、消費生活等の状況変化に対応して、中心市街地における都市機能の増
進及び経済の活力の向上を総合的かつ一体的に推進。

【基本理念】快適で魅力ある生活環境の形成、都市機能の集積、創造的な事業活動の促進を基本
とし、地域の関係者が主体的に取組み、それに対し国が集中的に支援を行う。

■ 中心市街地活性化法のスキーム

法令上の特例・補助金・税制・融資 等

商業の活性化等

市街地の整備改善

まちなか居住の推進

都市福利施設の整備

認定基本計画への支援措置等

（基本方針に基づき市町
村が作成）

基本計画への
意見

基 本 方 針 （中心市街地活性化本部が案を作成し、閣議決定）

○ 基本的な方針
○ 位置及び区域
○ 目標
○ 計画期間
○ 中心市街地活性化の
ための事業 等

中心市街地活性化基本計画
＜市町村が作成＞
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■過去の取組に対する評価

■コンパクトなまちづくりを目指
すための方針等の公表

中心市街地
活性化協議会
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事前相談対応

内閣府担当室

関係府省庁
各地方支分部局
事業担当部局

連絡、調整
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関係府省庁

同意協議

認
定
手
続

重
点
的
な
支
援

地域の合意形成
①数値目標・計画期
間の設定

②事業等の選定

③事業等の実施が中
心市街地の活性化
に寄与するもので
あることを合理的
に説明

④担い手の組織化

等

中心市街地活性化基本計画の認定制度の流れ

①客観的現状分析
②ニーズ分析に基づく事業等の集中実施
③様々な主体の巻き込み
④各種事業等との連携・調整等
⑤地域ぐるみでの取組

基本計画作成過程での留意点

認
定
に
関
す
る

事
前
相
談

支
援
措
置
（
事
業
）
に
関
す
る

事
前
相
談

連絡、調整


